
業見直し・行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサ
部の運営方針に対する部全体の総合評価

ービスを提供していけるよう、多様な手法を検討・活用し、事業の民営化や委託化を進めます。
・事業の必要性や実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ、根本から事務事業の見直しを行います。 概ね予定どおり執行できた。
〇公有財産の有効活用と適正管理  ・施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページな
〇情報通信技術の有効活用・電算システムの適切な運用により、更なる市民サービスの向上、事務の効率化、コスト どを通じ行政施策の情報提供に努め、市政の手紙やメールなどでは、直
の縮減、セキュリティの強化に努めます。 接市民の生の声を聴き、行政運営に反映することができた。
〇デジタル・ガバメントの推進、マイナンバー制度の普及 ■行政改革の推進については、行政改革推進プランに沿って、各事務事
・デジタル手続法の成立に伴い、行政手続きのオンライン化やデジタルデバイドの是正等に向け検討するとともに、 業の見直しや行政改革推進委員会による事業仕分けを行うなど、事業の
オ

様

ープンデータの取組み

式

及び官民データ活用推

第

進計画の策定など、デ

１

ジタル・ガバメントを

号

推進します。 見直し検

部

討を進めた。また、各

の

種研修をはじめ、国や

運

県との人事交流や
・「

営

マイナンバーカード交

方

付円滑化計画」に基づ

針

き、マイナンバーカー

・

ドの交付円滑化に取り

課

組んでいきます。 東北

の

への復興派遣を通じて

目

人材育成に務め、定員

標

管理適正化計画にを着

設

〇男女共同参画社会の

定

実現　・平成３１年度

書

にスタートした「第三

(

次男女共同参画プラン

令

」に基づき、男女共同

和

参画 実に実行し、人件

 

費の抑制に努めた。情

2

報通信技術の有効活用

年

は、電算
の趣旨が一層

度

理解されるよう事業を

)

進めます。 システム包

部

括委託による業務効率

コ

化とセキュリティの強

ー

化に努めるとと
〇東京

ド

オリンピック・パラリ

0

ンピック、聖火リレー

1

の推進 もに、包括委託

部

終了後の次期事業者の

　

選定を行った。
・東京

名

オリンピックの聖火リ

総

レーが我孫子市を通る

務

ことに伴い、我孫子の

部

将来を担う子どもたち

部

が夢や希望を持ち、 ■

長

男女が共に参画する社

名

会の形成については、

廣

男女共同参画プラン実

瀬

施
市民の記憶に残る聖

　

火リレーとなるよう市

英

をあげて取り組んでい

男

きます。 計画に基づき

１

、事業の推進に努めた

．

。
〇市制５０周年記念

部

事業の実施　・市制５

の

０周年記念事業を通し

運

てふるさと我孫子への

営

誇りと愛着を醸成しま

方

す。 ■市制５０周年記

針

念事業の実施について

(

は、市制５０周年記念

予

式典など
〇その他の取

算

り組み 　・契約制度

編

を適切に運用し、さら

成

に契約の適正化に努め

・

ます。 を実施し、ふる

実

さと我孫子への誇りと

施

愛着の醸成に努めた。

計

課コード 01 課　名 総

画

務課 課長名 佐藤　和文

策

２．課の目標（部の運

定

営方針を受けて課の取

方

組方針を記入） 部の運

針

営方針に対する課の目

な

標への取組結果

■基本

ど

構想の第三次基本計画

を

を着実に推進できる組

踏

織体制を整備するとと

ま

もに、次期総合計画を

え

効果的に推進する組 概

て

ね所期の目標を達成で

、

きた。
織の構築を検討

基

していきます。 ・行政

本

改革推進プランに基づ

計

き、行政改革推進委員

画

会による事業仕分け
■

の

行政改革推進プランに

分

基づき、事業仕分け、

野

提案型公共サービス民

別

営化制度や組織見直し

計

を着実に実行し、行政

画

の を行うなど行政のス

や

リム化に努めた。
効率

重

化を進めます。 ・定員

点

管理適正化計画を着実

ﾌ

に実施、人件費の抑制

ﾟ

に努めた。
■ラスパイ

ﾛ

レス指数を下げるため

ｼ

、給与水準の抑制に努

ﾞ

めるとともに、定員管

ｪ

理適正化計画の確実な

ｸ

実行により、人 ・人事

ﾄ

評価制度の活用を行う

、

とともに、研修計画に

所

沿った階層別の研修
件

管

費総額の抑制を図りま

に

す。 をはじめ各種研修

係

の実施や千葉県などへ

る

の派遣研修により、効

部

果的な人
■人事評価制

の

度を中心とする人事管

運

理、研修や職場環境整

営

備を柱に、総合的･効

方

果的に人材育成を進め

針

ます。 材育成に努めた

に

。
■令和2年度より始

対

まる会計年度任用職員

す

制度を着実に運用して

る

いきます。 ・新たな会

課

計年度任用職員制度を

の

着実に運用することが

目

できた。
■契約制度を

標

適切に運用し、契約の

へ

適正化に努めます。公

の

契約条例の運用につい

取

ては、公契約審議会で

組

の議論を十分 ・契約業

結

務については、制度を

果

適正に運用することが

　

できた。
反映し、厳格

　

に運用していきます。

分

　

３．課の目標を達成

野

する上での課題と対応

別

（人員の配置、組織の

基

あり方など）

厳しい財

本

政状況の中で効率的な

計

市役所を実現するため

画

には、少数精鋭による

の

業務執行体制の確立、

目

給与水準の適正化
、職

標

員の資質向上、組織・

を

事務事業の見直しは避

考

けることができない。

慮

そのためには、全職員

し

で危機感を共有するこ

て

とが必須であり、総務

、

課が先導的役割を担い

部

、職員の意識改革に取

の

り組んでいく。

４．原

目

因分析・改善策

（課長

標

） （部長）

５．課の目

を

標を達成するために取

達

り組む事務事業

事務事

成

業名（個別事業） 重プ

す

施策 指標 単位 現況値 目

る

標値 実績値 達成率(％

た

) 評価該当 コード

1 組

め

織編制事務 重無 832

の

01 常勤職員数 人 85

方

4 857 854 99.

針

65 現状

2 定員管理事

を

務 重無 83201 常勤

記

職員数 人 854 857

入

854 99.65 現状

)

3 職員研修 重無 832

〇

01 職員研修の年間延

広

べ受講者数 人 1,35

報

0 1,500 1,35

・

0 90 現状

4 人事評価

広

の実施 重無 83201

聴

苦情相談窓口への相談

活

件数 件 0 0 0 0 現状

5

動

公務災害補償事務 重無

の

00000 認定請求を

充

したうちの認定された

実

割合 % 100 100 1

 

00 100 現状

6 会計

・

年度任用職員の任用管

人

理 重無 83201 会計

事

年度任用職員要望に対

評

する充足率 ％ 100 1

価

00 100 100 現状

制

7 安全運転管理者等の

度

管理業務 重無 0000

の

0 事業所職員への安全

活

運転教育等の件数 回 6

用

6 6 100 現状

8 定期

を

健康診断 重無 0000

行

0 健康診断等受診率(

う

受診者数/総職員数）

と

％ 55 60 58.5 9

と

7.5 現状

9 新規職員

も

採用業務 重無 8320

に

1 新規採用職員の人事

、

考課年度評定数の平均

研

値 点 63.6 65 65

修

.1 100.15 現状

計

10 特殊健康診断 重無

画

00000 特殊健康診

に

断等受診率(受診者数

沿

/有害業務従事職員数

っ

） ％ 83 100 84.

た

6 84.6 現状

階層別の研修
・広報あびことホームページ等による行政施策の情報提供を、迅速かつ的確に行っていきます。 をはじめ各種研修の実施や千葉県などへの派遣研修により、効果的な人
・市政への手紙やメール、ｅモニター、市政ふれあい懇談会などを通じ市民の声を市政に反映させます。 材育成に努めた。
・若い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。 ・定員管理適正化計画を着実に実施し、人権費の抑制に努めた。
〇情報公開の徹底・情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。 ・行政改革推進プランに基づき、行政改革推進委員会による事業仕分け
・ファイリングシステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。 を行うなど行政のスリム化に努めた。
〇地方分権に対応した機能的な組織運営と人材育成 ・契約業務については、制度を適正に運用することができた。
・地方分権に対応した人材育成を図るため、中間管理職の育成を含む研修制度や人事評価の活用を積極的に進めると
ともに、国や県などとの人材交流や人材派遣を実施します。また、職制や組織体制を見直し、簡素で効率的な組織体
制を基本に、第四次総合計画を効果的に推進する組織の構築を進めます。
・人件費の抑制、特にラスパイレス指数を国並みに下げる取り組みを進めます。
○リスクマネジメントの推進
　・事務処理誤りの発生を防止するため、対応方針を定め、個別事例における防止策を検討・実施し、リスク
マネジメントを推進します。
〇公民連携の推進と事



試

入札執行率（入札案件

験

数／入札対象案件数）

制

％ 42 44 41 93.

度

18 現状

の

27 電

実

子調達システムの運用

施

重無 83204 電子入

重

札執行率（電子入札件

無

数／取扱件数） ％ 56

8

38 67 176.32

3

現状

201 資格者名簿登載人数 人 25 28 21 75 現状

12 職員の人事異動業務 重無 83201 所属長が適材適所の人材配置が行

５

われたと思う職員の割

．

合 ％ 70.9 75 85

課

.7 114.27 現状

の目

13 職員団体と

標

の交渉 重無 00000

を

交渉事項の合意率（合

達

意件数／要求件数） ％

成

24 30 25 83.3

す

3 現状

る

14 職員

た

被服貸与事務 重無 00

め

000 必要とされる被

に

服の貸与 ％ 100 10

取

0 53 53 現状

り組

15 庁内報発行事務 重

む

無 00000 発行回数

事

回 3 3 3 100 現状

務事

16 職員提案事業

業

重無 83201 提案採

事

用数（職場内提案含む

務

） 件 8 30 0 0 現状

事業

17 提案型公共サ

名

ービス民営化制度の推

（

進 重無 83202 制度

個

見直し進捗率 ％ 0 10

別

0 0 0 見直し

事

1

業

8 行政改革推進プラン

）

の推進 重無 83201

重

改革項目のうち見直し

施

が実施された件数 項目

施

16 42 16 38.1

策

現状

指

19 千葉県

標

市町村総合事務組合退

単

職者事務 重無 0000

位

0 退職事務に係る申請

現

処理割合 ％ 100 10

況

0 100 100 現状

値 目

20 千葉県市町村

標

職員共済組合事務 重無

値

00000 組合員から

実

の届出に伴う共済組合

績

への申告割合 ％ 100

値

100 100 100 現

達

状

成

21 我孫子市

率

職員福利厚生会事業 重

(

無 00000 元気に業

％

務遂行している職員数

)

割合 ％ 99.4 100

評

100 100 縮小

価該

22 特別職報酬等審

当

議会の開催 重無 000

コ

00 審議会の実施率 ％

ー

100 100 0 0 現状

ド

23 給与計算事務 重無 00000 業務の完全遂行率 ％ 100 100 100 100 現状

24 労働安全衛生業務 重無 00000 職員数に対する災害発生件数の割合 ％ 0.7 0.6 0.4 150 現状

25 工事検

1

査 重無 00000 工事

1

検査結果通知書発行数

管

／工事検査実施件数 ％

理

100 100 100 1

職

00 現状

登

26 契

用

約業務 重無 00000



す。 内容に創意工夫を凝らし、ふるさと我孫子への誇りと愛着の醸成に繋げ
○リスクマネジメントの推進 ることができた。
　・事務処理誤りの発生を防止するため、対応方針を定め、個別事例における防止策を検討・実施し、リスク ■東京オリンピック・パラリンピック、聖火リレーでは、新たな日程で
マネジメントを推進します。 の実施に向けて準備を進めることができた。
〇公民連携の推進と事業見直し・行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサ

部の運営方針に対する部全体の総合評価
ービスを提供していけるよう、多様な手法を検討・活用し、事業の民営化や委託化を進めます。
・事業の必要性や実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ、根本から事務事業の見直しを行います。 概ね予定どおり執行できた。
〇公有財産の有効活用と適正管理  ・施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページな
〇情報通信技術の有効活用・電算システムの適切な運用により、更なる市民サービスの向上、事務の効率化、コスト どを通じ行政施策の情報提供に努め、市政の手紙やメールなどでは、直
の縮減、セキュリティ

様

の強化に努めます。 接

式

市民の生の声を聴き、

第

行政運営に反映するこ

１

とができた。
〇デジタ

号

ル・ガバメントの推進

部

、マイナンバー制度の

の

普及 ■行政改革の推進

運

については、行政改革

営

推進プランに沿って、

方

各事務事
・デジタル手

針

続法の成立に伴い、行

・

政手続きのオンライン

課

化やデジタルデバイド

の

の是正等に向け検討す

目

るとともに、 業の見直

標

しや行政改革推進委員

設

会による事業仕分けを

定

行うなど、事業の
オー

書

プンデータの取組み及

(

び官民データ活用推進

令

計画の策定など、デジ

和

タル・ガバメントを推

 

進します。 見直し検討

2

を進めた。また、各種

年

研修をはじめ、国や県

度

との人事交流や
・「マ

)

イナンバーカード交付

部

円滑化計画」に基づき

コ

、マイナンバーカード

ー

の交付円滑化に取り組

ド

んでいきます。 東北へ

0

の復興派遣を通じて人

1

材育成に務め、定員管

部

理適正化計画にを着
〇

　

男女共同参画社会の実

名

現　・平成３１年度に

総

スタートした「第三次

務

男女共同参画プラン」

部

に基づき、男女共同参

部

画 実に実行し、人件費

長

の抑制に努めた。情報

名

通信技術の有効活用は

廣

、電算
の趣旨が一層理

瀬

解されるよう事業を進

　

めます。 システム包括

英

委託による業務効率化

男

とセキュリティの強化

１

に努めるとと
〇東京オ

．

リンピック・パラリン

部

ピック、聖火リレーの

の

推進 もに、包括委託終

運

了後の次期事業者の選

営

定を行った。
・東京オ

方

リンピックの聖火リレ

針

ーが我孫子市を通るこ

(

とに伴い、我孫子の将

予

来を担う子どもたちが

算

夢や希望を持ち、 ■男

編

女が共に参画する社会

成

の形成については、男

・

女共同参画プラン実施

実

市民の記憶に残る聖火

施

リレーとなるよう市を

計

あげて取り組んでいき

画

ます。 計画に基づき、

策

事業の推進に努めた。

定

〇市制５０周年記念事

方

業の実施　・市制５０

針

周年記念事業を通して

な

ふるさと我孫子への誇

ど

りと愛着を醸成します

を

。 ■市制５０周年記念

踏

事業の実施については

ま

、市制５０周年記念式

え

典など
〇その他の取り

て

組み 　・契約制度を

、

適切に運用し、さらに

基

契約の適正化に努めま

本

す。 を実施し、ふるさ

計

と我孫子への誇りと愛

画

着の醸成に努めた。

課

の

コード 03 課　名 秘書

分

広報課 課長名 岡田　一

野

男

２．課の目標（部の

別

運営方針を受けて課の

計

取組方針を記入） 部の

画

運営方針に対する課の

や

目標への取組結果

・市

重

民ニーズを的確に把握

点

して市政に反映させる

ﾌ

ため、市政の手紙やメ

ﾟ

ール、ふれあい懇談会

ﾛ

等の広聴活動の充実を

ｼ

概ね予定通り事業を執

ﾞ

行できた。
図ります。

ｪ

■広報やホームページ

ｸ

、定例記者会見等を通

ﾄ

して、市民へより分か

、

りや
・市民との情報の

所

共有化を進めるため、

管

広報あびこやホームペ

に

ージ、報道機関への記

係

者会見などを通じ情報

る

提供を積 すい行政情報

部

の提供を進めた。また

の

、市政への手紙・メー

運

ルや市政ふれ
極的に行

営

うとともに定住化の促

方

進や交流人口の増加を

針

図るため、あびこの魅

に

力を広く市内外に発信

対

します。また、  あ

す

い懇談会など、市民の

る

声を広く聴き、市政へ

課

反映されるように努め

の

た
情報発信の手法につ

目

いても研究していきま

標

す。 。
・市民の意見や

へ

要望をリアルタイムに

の

収集し、各事業に反映

取

させるため、わかりや

組

すく答えやすいアンケ

結

ートを実施 ■男女共同

果

参画社会の実現では、

　

趣旨の理解がより深ま

　

るよう平成31(
し、

分

丁寧な回答を行うとと

野

もに、広報への掲載、

別

各公共施設への募集チ

基

ラシの設置を徹底して

本

、ｅモニター数の増員

計

令和)年度にスタート

画

した「男女共同参画プ

の

ラン（第3次）」に基

目

づき、
を図っていきま

標

す。 オンラインによる

を

講演会、それらを反映

考

させた情報紙「私のト

慮

リセツノ
・施策策定の

し

過程における市民の意

て

見反映を進めるため、

、

条例の制定改廃その他

部

基本的施策の策定にお

の

いて、引き続 ート」の

目

発行、啓発活動等によ

標

り、事業を推進した。

を

きパブリックコメント

達

を行っていきます。 ■

成

市制５０周年記念事業

す

及び記念式典について

る

、新型コロナの影響に

た

よ
・男女が共に参画す

め

る社会の実現に向け平

の

成３１年度からスター

方

トした「第三次男女共

針

同参画プラン」に基づ

を

き、様 りスケジュール

記

の変更や規模の縮小を

入

余儀なくされた。しか

)

し、式典で
々な施策を

〇

推進します。また、講

広

演会の開催や情報紙の

報

発行、広報などにより

・

、市民・事業者への啓

広

発を図ります。 は、名

聴

誉市民章及び文化スポ

活

ーツ栄誉章の贈呈に伴

動

う著名人の参加、小
・

の

教育の条件整備など重

充

点的に講ずべき施策や

実

、児童・生徒等の生命

 

・身体の保護等緊急の

概

場合に講ずべき措置な

ね

ど 椋佳さんと白山中学

予

校合唱部による「あび

定

こ市民の歌」の斉唱、

通

オンラ
について、総合

り

教育会議において協議

執

調整するため、教育委

行

員会と連携しながら総

で

合教育会議の運営を着

き

実に行いま イン配信な

た

ど創意工夫を凝らして

。

、ふるさと我孫子への

・

誇りと愛着の醸
す。 成

広

に繋げることができた

報

。
・本市は、令和２年

あ

７月１日に市制施行５

び

０周年を迎えるため、

こ

式典や記念事業を開催

と

し、ふるさと我孫子へ

ホ

の誇り ■東京オリンピ

ー

ック・パラリンピック

ム

、聖火リレーについて

ペ

、新たに示
と愛着を醸

ー

成できるよう進めてい

ジ

きます。 された日程で

等

の実施に向けて、千葉

に

県や組織委員会、協力

よ

いただける学
・令和２

る

年７月４日に市内を通

行

る予定であった東京オ

政

リンピック聖火リレー

施

が延期されたことから

策

、今後決定される 校や

の

市民団体等と準備を進

情

めている。また、スロ

報

ベニア共和国代表のオ

提

新日程の聖火リレーに

供

向けて、我孫子の子ど

を

もたちが夢や希望を持

、

ち、市民の記憶に残る

迅

ものとなるよう市を挙

速

げて リンピック事前キ

か

ャンプについて、千葉

つ

県スポーツコンシェル

的

ジュから
取り組みます

確

。 打診があり、受け入

に

れに向けて調整を進め

行

ている。

３．課の目標

っ

を達成する上での課題

て

と対応（人員の配置、

い

組織のあり方など）

秘

き

書担当は主に市長・副

ま

市長の日程調整と管理

す

、広聴担当は市政への

。

手紙・メール等、広報

■

担当は広報発行及びホ

「

ー
ムページの運用等、

広

男女共同参画担当は講

報

演会や情報紙等による

あ

啓発活動、あびこの魅

び

力発信担当はテレビや

こ

ラジオ
等を活用した市

」

内外への情報提供等を

や

担っている。昨年度は

ホ

オリ・パラ聖火リレー

ー

推進担当が設置され、

ム

６担当が相
互に連携し

ペ

、市民ニーズを的確に

ー

把握し市政に反映させ

ジ

、市民との情報の共有

等

化を進めていく必要が

を

ある。また、若
者世代

通

への情報発信において

じ

、ＳＮＳの活用すると

て

ともに各職員がより専

、

門的知識・技術を習得

行

する必要がある。

４．

政

原因分析・改善策

（課

施

長） （部長）

５．課の

策

目標を達成するために

の

取り組む事務事業

事務

情

事業名（個別事業） 重

報

プ 施策 指標 単位 現況値

提

目標値 実績値 達成率(

供

％) 評価該当 コード

1

に

栄典事務 重無 0000

努

0 国・県の表彰基準に

・

該当する者、また、今

市

後候補者となり得る者

政

件 5 5 5 100 現状

2

へ

報道機関への情報提供

の

重無 81101 情報提

手

供件数 件 85 85 23

紙

3 274.12 現状

3

や

パブリックコメント手

メ

続 重無 81202 意見

ー

公募１件当たりの提出

ル

意見数 件 7 10 7 70

、

現状

4 市政ふれあい懇

ｅ

談会 重無 81102 参

モ

加人数 人 130 380

ニ

34 8.95 現状

5 市

タ

政への手紙・メール 重

ー

無 81102 市政への

、

メール・手紙の受付件

市

数 件 477 350 46

政

1 131.71 現状

6

ふ

庁内調整を要する要望

れ

・陳情 重無 81102

あ

受付した団体等の延べ

い

件数 件 64 55 64 1

懇

16.36 現状

7 非常

談

勤職員の任免に関する

会

事務 重無 00000 適

な

正管理率 ％ 100 10

ど

0 100 100 現状

8

を

スケジュール管理等秘

通

書事務 重無 00000

じ

市長等の公務の適正執

市

行率 ％ 100 100 1

民

00 100 現状

9 市議

の

会との連絡調整事務 重

声

無 00000 連絡調整

を

の達成度（連絡調整し

市

た数／連絡調整しなけ

政

ればならな ％ 100 1

に

00 100 100 現状

反

10 法律相談 重無 00

映

000 相談者数 人 43

さ

1 510 431 84.

せ

51 現状

ます。 め、さらに定住化の促進や交流人口の拡大を図るため、あびこの魅力を
・若い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。 市内外に発信した。また、年2回、市内5カ所で開催した市政ふれあい懇
〇情報公開の徹底・情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。 談会では、市民の声を直接聴き、必要に応じて行政運営に反映させるこ
・ファイリングシステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。 とができた。
〇地方分権に対応した機能的な組織運営と人材育成 ■男女共同参画社会の実現では、平成31(令和元)年度にスタートした第
・地方分権に対応した人材育成を図るため、中間管理職の育成を含む研修制度や人事評価の活用を積極的に進めると 3次プランに基づき、事業の推進に努めた。
ともに、国や県などとの人材交流や人材派遣を実施します。また、職制や組織体制を見直し、簡素で効率的な組織体 ■市制５０周年記念事業及び記念式典は、新型コロナの影響によりスケ
制を基本に、第四次総合計画を効果的に推進する組織の構築を進めます。 ジュールの変更や規模の縮小をせざるを得なかったが、実施方法、実施
・人件費の抑制、特にラスパイレス指数を国並みに下げる取り組みを進めま



ジの管理・充実 重無 81101 年間ページ更新件数 件 8,208 4,000 15,329,985383,249.63 現状

12 広報の編集・発行 重

５

無 81101 「広報あ

．

びこ」の年間配布部数

課

部 1,200,000

の

1,225,000 1

目

,125,000 91

標

.84 現状

を

13

達

暮らしの便利帳・ガイ

成

ドマップの発行 重無 8

す

1101 ホームページ

る

アクセス数 部 449 5

た

00 449 89.8 現

め

状

に

14 男女共同

取

参画プラン進行管理業

り

務 重無 42001 我孫

組

子市第３次男女共同参

む

画プラン計上事業の実

事

施率 ％ 100 100 1

務

00 100 現状

事業

15 男女共同参画啓発

事

事業の実施 重無 420

務

01 情報紙の発行部数

事

部 2,000 2,00

業

0 2,000 100 現

名

状

（

16 シティプ

個

ロモーションの推進 重

別

無 81104 シティセ

事

ールス動画へのアクセ

業

ス数 回 39,330 3

）

5,000 39,33

重

0 112.37 見直し

施 施

17 総合教育会

策

議運営事務 重５ 521

指

01 法第１条の４に掲

標

げる協議事項、協議・

単

調整事項の合意率 ％ 1

位

00 100 100 10

現

0 現状

況

18 eモ

値

ニター制度 重無 812

目

02 モニター登録者数

標

人 297 300 297

値

99 現状

実

19 市

績

制施行５０周年記念事

値

業 重無 00000 市制

達

施行５０周年特設ペー

成

ジアクセス数 件 11,

率

101 5,000 11

(

,101 222.02

％

その他

)

20 東京

評

2020オリンピック

価

・パラリンピック・聖

該

火リレー推進事業 重無

当

43101 オリンピッ

コ

ク聖火リレーに向けた

ー

準備が進んでいる。 ％

ド

30 50 50 100 現状

11 ホームペー



な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサ
部の運営方針に対する部全体の総合評価

ービスを提供していけるよう、多様な手法を検討・活用し、事業の民営化や委託化を進めます。
・事業の必要性や実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ、根本から事務事業の見直しを行います。 概ね予定どおり執行できた。
〇公有財産の有効活用と適正管理  ・施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページな
〇情報通信技術の有効活用・電算システムの適切な運用により、更なる市民サービスの向上、事務の効率化、コスト どを通じ行政施策の情報提供に努め、市政の手紙やメールなどでは、直
の縮減、セキュリティの強化に努めます。 接市民の生の声を聴き、行政運営に反映することができた。
〇デジタル・ガバメントの推進、マイナンバー制度の普及 ■行政改革の推進については、行政改革推進プランに沿って、各事務事
・デジタル手続法の成立に伴い、行政手続きのオンライン化やデジタルデバイドの是正等に向け検討するとともに、 業の見直しや行政改革推進委員会による事業仕分けを行うなど、事業の
オープンデータの取組み及び官民データ活用推進計

様

画の策定など、デジタ

式

ル・ガバメントを推進

第

します。 見直し検討を

１

進めた。また、各種研

号

修をはじめ、国や県と

部

の人事交流や
・「マイ

の

ナンバーカード交付円

運

滑化計画」に基づき、

営

マイナンバーカードの

方

交付円滑化に取り組ん

針

でいきます。 東北への

・

復興派遣を通じて人材

課

育成に務め、定員管理

の

適正化計画にを着
〇男

目

女共同参画社会の実現

標

　・平成３１年度にス

設

タートした「第三次男

定

女共同参画プラン」に

書

基づき、男女共同参画

(

実に実行し、人件費の

令

抑制に努めた。情報通

和

信技術の有効活用は、

 

電算
の趣旨が一層理解

2

されるよう事業を進め

年

ます。 システム包括委

度

託による業務効率化と

)

セキュリティの強化に

部

努めるとと
〇東京オリ

コ

ンピック・パラリンピ

ー

ック、聖火リレーの推

ド

進 もに、包括委託終了

0

後の次期事業者の選定

1

を行った。
・東京オリ

部

ンピックの聖火リレー

　

が我孫子市を通ること

名

に伴い、我孫子の将来

総

を担う子どもたちが夢

務

や希望を持ち、 ■男女

部

が共に参画する社会の

部

形成については、男女

長

共同参画プラン実施
市

名

民の記憶に残る聖火リ

廣

レーとなるよう市をあ

瀬

げて取り組んでいきま

　

す。 計画に基づき、事

英

業の推進に努めた。
〇

男

市制５０周年記念事業

１

の実施　・市制５０周

．

年記念事業を通してふ

部

るさと我孫子への誇り

の

と愛着を醸成します。

運

■市制５０周年記念事

営

業の実施については、

方

市制５０周年記念式典

針

など
〇その他の取り組

(

み 　・契約制度を適

予

切に運用し、さらに契

算

約の適正化に努めます

編

。 を実施し、ふるさと

成

我孫子への誇りと愛着

・

の醸成に努めた。

課コ

実

ード 04 課　名 文書管

施

理課 課長名 磯岡　光夫

計

２．課の目標（部の運

画

営方針を受けて課の取

策

組方針を記入） 部の運

定

営方針に対する課の目

方

標への取組結果

・情報

針

公開の徹底を図り、市

な

民との情報の共有化を

ど

進めるとともに、個人

を

情報の適切な保護に努

踏

めます。そのため、 ・

ま

情報公開請求及び自己

え

に関する保有個人情報

て

の開示請求を確実に処

、

理
　ファイリングシス

基

テムによる文書管理を

本

徹底します。 　し、審

計

議会の運営も含め、制

画

度の適切な運用に努め

の

た。
・３月、６月、９

分

月及び１２月の定例会

野

並びに臨時会に係る議

別

案を適切に審査の上、

計

適正に上程できるよう

画

にしま　 ・文書事務監

や

視委員によるファイリ

重

ング維持管理点検指導

点

により、適切
　す。 　

ﾌ

な文書管理に努めた。

ﾟ

・例規（条例を除く。

ﾛ

）の制定改廃手続を適

ｼ

宜適正に処理します。

ﾞ

・訴訟事務を適切に、

ｪ

かつ、スムーズに進め

ｸ

るための支援を行いま

ﾄ

す。
・行政事務に係る

、

相談に適宜適切に対応

所

します。
・行政運営の

管

基本情報となるデータ

に

集計を行うため、国勢

係

調査をはじめとする基

る

幹統計調査を適確に実

部

施します。

３．課の目

の

標を達成する上での課

運

題と対応（人員の配置

営

、組織のあり方など）

方

継続的に適正な文書管

針

理を行うため、職員に

に

対してファイリング基

対

準の周知及び定期的な

す

維持管理点検指導を行

る

う必
要があります。

４

課

．原因分析・改善策

（

の

課長） （部長）

５．課

目

の目標を達成するため

標

に取り組む事務事業

事

へ

務事業名（個別事業）

の

重プ 施策 指標 単位 現況

取

値 目標値 実績値 達成率

組

(％) 評価該当 コード

結

1 情報公開事務事業 重

果

無 81103 情報公開

　

請求全体に占める適正

　

な情報公開の割合（全

分

請求－審査 ％ 100 1

野

00 99 99 現状

2 行

別

政情報資料室の管理・

基

運営 重無 81103 行

本

政情報資料室に備えて

計

ある資料冊数／行政情

画

報資料室で備えて ％ 1

の

00 100 100 10

目

0 現状

3 ファイリング

標

システム維持管理 重無

を

81103 全体の課に

考

対する、維持管理点検

慮

指導（年２回）におけ

し

る総合評 ％ 66 68 6

て

4 94.12 現状

4 統

、

計書作成 重無 8110

部

3 期限までに取りまと

の

める。 ％ 100 100

目

100 100 現状

5 例

標

規議案等審査事務 重無

を

00000 例規等の審

達

査件数に対する制定改

成

廃件数及び公示件数の

す

割合 ％ 100 100 1

る

00 100 現状

6 個人

た

情報保護事務 重無 00

め

000 個人情報の管理

の

状況についての点検回

方

数 回 2 2 1 50 現状

7

針

千葉県毎月常住人口調

を

査、年齢別・町丁字別

記

人口調査 重無 8110

入

3 期限までに提出する

)

。 ％ 100 100 10

〇

0 100 現状

8 文書の

広

収受・配布・発送、公

報

印の管理及び印刷業務

・

重無 00000 受領文

広

書の所管課への配布、

聴

対外文書の発送、印刷

活

を誤りなく行 ％ 100

動

100 100 100 現

の

状

9 統計調査員確保対

充

策事業 重無 00000

実

調査員登録基準数７０

 

名に対する登録調査員

・

数は超えているもの 人

情

147 150 147 9

報

8 現状

10 訴訟事務 重

公

無 00000 訴訟・相

開

談完結率 ％ 100 10

制

0 100 100 現状

度と個人情報保護制度の適切な運営に努め、情報公開請求
・広報あびことホームページ等による行政施策の情報提供を、迅速かつ的確に行っていきます。 　及び自己に関する保有個人情報の開示請求を確実に処理し、適正に執
・市政への手紙やメール、ｅモニター、市政ふれあい懇談会などを通じ市民の声を市政に反映させます。 　行した。
・若い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。 ・また、全所属を対象にしたファイリング維持管理点検指導を行い、文
〇情報公開の徹底・情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。 　書の適正な管理に努めた。なお、令和２年度は、新型コロナウイルス
・ファイリングシステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。 　感染症の感染防止のため、年１回の実施とした。
〇地方分権に対応した機能的な組織運営と人材育成
・地方分権に対応した人材育成を図るため、中間管理職の育成を含む研修制度や人事評価の活用を積極的に進めると
ともに、国や県などとの人材交流や人材派遣を実施します。また、職制や組織体制を見直し、簡素で効率的な組織体
制を基本に、第四次総合計画を効果的に推進する組織の構築を進めます。
・人件費の抑制、特にラスパイレス指数を国並みに下げる取り組みを進めます。
○リスクマネジメントの推進
　・事務処理誤りの発生を防止するため、対応方針を定め、個別事例における防止策を検討・実施し、リスク
マネジメントを推進します。
〇公民連携の推進と事業見直し・行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様



査 重無 81103 県から指定された調査員数を確保し、指定された期日に調査票を 調査 4 4 4 100 現状

５．課の目標を達成するために取り組む事務事業

事務事業名（個別事業） 重施 施策 指標 単位 現況値 目標値 実績値 達成率(％) 評価該当 コード

11 基幹統計調



う、多様な手法を検討・活用し、事業の民営化や委託化を進めます。
・事業の必要性や実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ、根本から事務事業の見直しを行います。 概ね予定どおり執行できた。
〇公有財産の有効活用と適正管理  ・施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページな
〇情報通信技術の有効活用・電算システムの適切な運用により、更なる市民サービスの向上、事務の効率化、コスト どを通じ行政施策の情報提供に努め、市政の手紙やメールなどでは、直
の縮減、セキュリティの強化に努めます。 接市民の生の声を聴き、行政運営に反映することができた。
〇デジタル・ガバメントの推進、マイナンバー制度の普及 ■行政改革の推進については、行政改革推進プランに沿って、各事務事
・デジタル手続法の成立に伴い、行政手続きのオンライン化やデジタルデバイドの是正等に向け検討するとともに、 業の見直しや行政改革推進委員会による事業仕分けを行うなど、事業の
オープンデータの取組み及び官民データ活用推進計画の策定など、デジタル・ガバメントを推進します。 見直し検討を進めた。また、各種研修をはじめ、国や県と

様

の人事交流や
・「マイ

式

ナンバーカード交付円

第

滑化計画」に基づき、

１

マイナンバーカードの

号

交付円滑化に取り組ん

部

でいきます。 東北への

の

復興派遣を通じて人材

運

育成に務め、定員管理

営

適正化計画にを着
〇男

方

女共同参画社会の実現

針

　・平成３１年度にス

・

タートした「第三次男

課

女共同参画プラン」に

の

基づき、男女共同参画

目

実に実行し、人件費の

標

抑制に努めた。情報通

設

信技術の有効活用は、

定

電算
の趣旨が一層理解

書

されるよう事業を進め

(

ます。 システム包括委

令

託による業務効率化と

和

セキュリティの強化に

 

努めるとと
〇東京オリ

2

ンピック・パラリンピ

年

ック、聖火リレーの推

度

進 もに、包括委託終了

)

後の次期事業者の選定

部

を行った。
・東京オリ

コ

ンピックの聖火リレー

ー

が我孫子市を通ること

ド

に伴い、我孫子の将来

0

を担う子どもたちが夢

1

や希望を持ち、 ■男女

部

が共に参画する社会の

　

形成については、男女

名

共同参画プラン実施
市

総

民の記憶に残る聖火リ

務

レーとなるよう市をあ

部

げて取り組んでいきま

部

す。 計画に基づき、事

長

業の推進に努めた。
〇

名

市制５０周年記念事業

廣

の実施　・市制５０周

瀬

年記念事業を通してふ

　

るさと我孫子への誇り

英

と愛着を醸成します。

男

■市制５０周年記念事

１

業の実施については、

．

市制５０周年記念式典

部

など
〇その他の取り組

の

み 　・契約制度を適

運

切に運用し、さらに契

営

約の適正化に努めます

方

。 を実施し、ふるさと

針

我孫子への誇りと愛着

(

の醸成に努めた。

課コ

予

ード 05 課　名 施設管

算

理課 課長名 神戸　明

２

編

．課の目標（部の運営

成

方針を受けて課の取組

・

方針を記入） 部の運営

実

方針に対する課の目標

施

への取組結果

○管財担

計

当 ○管財担当
・普通財

画

産（土地）の売却や活

策

用を検討する。 ・普通

定

財産（土地）の売却や

方

活用を検討し、次年度

針

に売却に向けて準備
・

な

施設保全台帳システム

ど

等を活用し、適切な財

を

産管理を行う。 を進め

踏

た。
・新たな広告収入

ま

の調査・研究を進める

え

。　　 ・施設保全台帳

て

システム等を活用し、

、

適切な財産管理を行っ

基

た。
○営繕担当 ・新た

本

な広告収入の調査や研

計

究を行い、次年度広告

画

付き自動体外式除細
・

の

市有建築物の工事にあ

分

たり、所管部署及び工

野

事検査室との連携を図

別

りながら、建築物に求

計

められる機能・性能を

画

確 動器（AED）の設

や

置に向け準備を進めた

重

。　　
保できるよう、

点

適切な工事設計と工事

ﾌ

監督業務を実施する。

ﾟ

○営繕担当
・市有建築

ﾛ

物の工事にあたり、所

ｼ

管部署及び工事検査室

ﾞ

との連携を図り
ながら

ｪ

、建築物に求められる

ｸ

機能・性能を確保でき

ﾄ

るよう、適切な工事
設

、

計と工事監督業務を実

所

施した。

３．課の目標

管

を達成する上での課題

に

と対応（人員の配置、

係

組織のあり方など）

フ

る

ァシリティマネジメン

部

トの手法を取り入れ、

の

資産経営課と連携を図

運

りながら財産管理を行

営

う。
　

４．原因分析・

方

改善策

（課長） （部長

針

）

５．課の目標を達成

に

するために取り組む事

対

務事業

事務事業名（個

す

別事業） 重プ 施策 指標

る

単位 現況値 目標値 実績

課

値 達成率(％) 評価該

の

当 コード

1 公用車の適

目

正な管理 重無 8320

標

3 事前予約車の利用率

へ

％ 62 80 62 77.

の

5 現状

2 庁舎維持管理

取

重無 83203 保守管

組

理の執行率 ％ 100 1

結

00 100 100 現状

果

3 財産管理 重無 833

　

03 適正に管理した割

　

合 ％ 100 100 10

分

0 100 現状

4 電話シ

野

ステム(ＩＰ電話）の

別

管理 重無 83204 Ｉ

基

Ｐ電話システムの保守

本

の実施率 ％ 100 10

計

0 100 100 現状

5

画

市有建築物の保全指導

の

重無 83203 施設台

目

帳システムの活用 ％ 1

標

00 100 100 10

を

0 現状

6 市有建築物の

考

工事監督 重無 8320

慮

3 工事竣工認定件数（

し

評定６０点以上）／全

て

工事件数 ％ 100 10

、

0 100 100 現状

7

部

市有建築物の設計指導

の

重無 83203 委託事

目

項適正完了件数（工期

標

延長や指導書交付が無

を

いもの）/全 ％ 100

達

100 100 100 現

成

状

8 公共施設等包括管

す

理業務 重無 83202

る

包括管理施設の保守管

た

理の執行率 ％ 100 1

め

00 100 100 現状

の

9

10

方針を記入)

〇広報・広聴活動の充実 固定資産台帳を活用し適正な財産管理に努めた。
・広報あびことホームページ等による行政施策の情報提供を、迅速かつ的確に行っていきます。 ファシリティマネジメントを推進していく上で公共施設保全台帳システ
・市政への手紙やメール、ｅモニター、市政ふれあい懇談会などを通じ市民の声を市政に反映させます。 ムへ修繕等のデータ入力を行った。
・若い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。 今後も、公共施設等総合計画に基づき、施設管理のツールとして活用し
〇情報公開の徹底・情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。 ていく。
・ファイリングシステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。
〇地方分権に対応した機能的な組織運営と人材育成
・地方分権に対応した人材育成を図るため、中間管理職の育成を含む研修制度や人事評価の活用を積極的に進めると
ともに、国や県などとの人材交流や人材派遣を実施します。また、職制や組織体制を見直し、簡素で効率的な組織体
制を基本に、第四次総合計画を効果的に推進する組織の構築を進めます。
・人件費の抑制、特にラスパイレス指数を国並みに下げる取り組みを進めます。
○リスクマネジメントの推進
　・事務処理誤りの発生を防止するため、対応方針を定め、個別事例における防止策を検討・実施し、リスク
マネジメントを推進します。
〇公民連携の推進と事業見直し・行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサ

部の運営方針に対する部全体の総合評価
ービスを提供していけるよ



。
・事業の必要性や実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ、根本から事務事業の見直しを行います。 概ね予定どおり執行できた。
〇公有財産の有効活用と適正管理  ・施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページな
〇情報通信技術の有効活用・電算システムの適切な運用により、更なる市民サービスの向上、事務の効率化、コスト どを通じ行政施策の情報提供に努め、市政の手紙やメールなどでは、直
の縮減、セキュリティの強化に努めます。 接市民の生の声を聴き、行政運営に反映することができた。
〇デジタル・ガバメントの推進、マイナンバー制度の普及 ■行政改革の推進については、行政改革推進プランに沿って、各事務事
・デジタル手続法の成立に伴い、行政手続きのオンライン化やデジタルデバイドの是正等に向け検討するとともに、 業の見直しや行政改革推進委員会による事業仕分けを行うなど、事業の
オープンデータの取組み及び官民データ活用推進計画の策定など、デジタル・ガバメントを推進します。 見直し検討を進めた。また、各種研修をはじめ、国や県との人事交流や
・「マイナンバーカード交付円滑化計画」に基づき、

様

マイナンバーカードの

式

交付円滑化に取り組ん

第

でいきます。 東北への

１

復興派遣を通じて人材

号

育成に務め、定員管理

部

適正化計画にを着
〇男

の

女共同参画社会の実現

運

　・平成３１年度にス

営

タートした「第三次男

方

女共同参画プラン」に

針

基づき、男女共同参画

・

実に実行し、人件費の

課

抑制に努めた。情報通

の

信技術の有効活用は、

目

電算
の趣旨が一層理解

標

されるよう事業を進め

設

ます。 システム包括委

定

託による業務効率化と

書

セキュリティの強化に

(

努めるとと
〇東京オリ

令

ンピック・パラリンピ

和

ック、聖火リレーの推

 

進 もに、包括委託終了

2

後の次期事業者の選定

年

を行った。
・東京オリ

度

ンピックの聖火リレー

)

が我孫子市を通ること

部

に伴い、我孫子の将来

コ

を担う子どもたちが夢

ー

や希望を持ち、 ■男女

ド

が共に参画する社会の

0

形成については、男女

1

共同参画プラン実施
市

部

民の記憶に残る聖火リ

　

レーとなるよう市をあ

名

げて取り組んでいきま

総

す。 計画に基づき、事

務

業の推進に努めた。
〇

部

市制５０周年記念事業

部

の実施　・市制５０周

長

年記念事業を通してふ

名

るさと我孫子への誇り

廣

と愛着を醸成します。

瀬

■市制５０周年記念事

　

業の実施については、

英

市制５０周年記念式典

男

など
〇その他の取り組

１

み 　・契約制度を適

．

切に運用し、さらに契

部

約の適正化に努めます

の

。 を実施し、ふるさと

運

我孫子への誇りと愛着

営

の醸成に努めた。

課コ

方

ード 10 課　名 情報政

針

策課 課長名 須賀　隆光

(

２．課の目標（部の運

予

営方針を受けて課の取

算

組方針を記入） 部の運

編

営方針に対する課の目

成

標への取組結果

・電算

・

システムのスムーズな

実

運用ができるよう業務

施

主管課の運用サポート

計

や委託業者との調整を

画

行います。 ・施設予約

策

システム、電子申請シ

定

ステム及びぴったりサ

方

ービス等のシス
・電算

針

システムの業務毎の運

な

用状況についてモニタ

ど

リングを実施し、サー

を

ビス水準の維持・向上

踏

に努めます。 テムによ

ま

り市民サービスの向上

え

に繋がった。また、セ

て

キュリティカード
・各

、

種手続等について情報

基

通信技術を活用してよ

本

り便利なサービスの検

計

討を行い、市民サービ

画

スの向上に努めます。

の

の使用方法について定

分

期的に実態調査を行い

野

、セキュリティレベル

別

の向
・庁内で使用する

計

パソコンなどのＯＡ機

画

器の導入・保守・管理

や

を行います。 上に努め

重

た。
・情報資産の保全

点

対策として対策基準ど

ﾌ

おりの運用徹底と実施

ﾟ

状況の監査を行います

ﾛ

。
・社会保障・税番号

ｼ

制度に関する業務につ

ﾞ

いて総括し庁内の調整

ｪ

を図ると共に、業務主

ｸ

管課へのサポートや情

ﾄ

報連携
に関する委託業

、

者との調整を行います

所

。
・国等の動向を見据

管

えて、デジタルガバメ

に

ントの推進に努めます

係

。

３．課の目標を達成

る

する上での課題と対応

部

（人員の配置、組織の

の

あり方など）

電算シス

運

テムのスムーズな運用

営

に当たっては、業務主

方

管課内のＩＴリーダー

針

（情報管理者等）を育

に

成する必要があり
ます

対

。

４．原因分析・改善

す

策

（課長） （部長）

５

る

．課の目標を達成する

課

ために取り組む事務事

の

業

事務事業名（個別事

目

業） 重プ 施策 指標 単位

標

現況値 目標値 実績値 達

へ

成率(％) 評価該当 コ

の

ード

1 電算システムの

取

運用 重無 83204 Ｓ

組

ＬＡ達成水準 ％ 99 1

結

00 100 100 現状

果

2 行政手続の電子化推

　

進 重無 83204 電子

　

サービスの数 件 55 5

分

5 58 105.45 現

野

状

3 セキュリティ対策

別

の実施 重無 83204

基

セキュリティ対策のな

本

された、ネットワーク

計

に接続しているパソ ％

画

100 100 100 1

の

00 現状

4 ＩＴリーダ

目

ーの育成 重無 8320

標

4 研修開催回数 回 1 1

を

1 100 現状

5 社会保

考

障・税番号制度の導入

慮

重無 83204 番号制

し

度に対応したシステム

て

の整備 ％ 100 100

、

100 100 現状

6 通

部

信インフラの整備 重無

の

83204 公衆無線Ｌ

目

ＡＮが整備された数 個

標

所 4 4 4 100 現状

7

を

デジタルガバメントの

達

推進 重無 00000 オ

成

ープンデータの公開数

す

本 0 6 18 300 現状

る

8

9

10

ための方針を記入)

〇広報・広聴活動の充実 ・情報通信技術の有効活用としては、電算システムの包括委託により業
・広報あびことホームページ等による行政施策の情報提供を、迅速かつ的確に行っていきます。 務の効率化に努めるとともに、セキュリティカードの運用により、セキ
・市政への手紙やメール、ｅモニター、市政ふれあい懇談会などを通じ市民の声を市政に反映させます。 ュリティの強化に努めた。
・若い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。
〇情報公開の徹底・情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。
・ファイリングシステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。
〇地方分権に対応した機能的な組織運営と人材育成
・地方分権に対応した人材育成を図るため、中間管理職の育成を含む研修制度や人事評価の活用を積極的に進めると
ともに、国や県などとの人材交流や人材派遣を実施します。また、職制や組織体制を見直し、簡素で効率的な組織体
制を基本に、第四次総合計画を効果的に推進する組織の構築を進めます。
・人件費の抑制、特にラスパイレス指数を国並みに下げる取り組みを進めます。
○リスクマネジメントの推進
　・事務処理誤りの発生を防止するため、対応方針を定め、個別事例における防止策を検討・実施し、リスク
マネジメントを推進します。
〇公民連携の推進と事業見直し・行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサ

部の運営方針に対する部全体の総合評価
ービスを提供していけるよう、多様な手法を検討・活用し、事業の民営化や委託化を進めます



業の民営化や委託化を進めます。
・事業の必要性や実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ、根本から事務事業の見直しを行います。 概ね予定どおり執行できた。
〇公有財産の有効活用と適正管理  ・施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページな
〇情報通信技術の有効活用・電算システムの適切な運用により、更なる市民サービスの向上、事務の効率化、コスト どを通じ行政施策の情報提供に努め、市政の手紙やメールなどでは、直
の縮減、セキュリティの強化に努めます。 接市民の生の声を聴き、行政運営に反映することができた。
〇デジタル・ガバメントの推進、マイナンバー制度の普及 ■行政改革の推進については、行政改革推進プランに沿って、各事務事
・デジタル手続法の成立に伴い、行政手続きのオンライン化やデジタルデバイドの是正等に向け検討するとともに、 業の見直しや行政改革推進委員会による事業仕分けを行うなど、事業の
オープンデータの取組み及び官民データ活用推進計画の策定など、デジタル・ガバメントを推進します。 見直し検討を進めた。また、各種研修をはじめ、国や県との人事交流や
・「マイナンバーカー

様

ド交付円滑化計画」に

式

基づき、マイナンバー

第

カードの交付円滑化に

１

取り組んでいきます。

号

東北への復興派遣を通

部

じて人材育成に務め、

の

定員管理適正化計画に

運

を着
〇男女共同参画社

営

会の実現　・平成３１

方

年度にスタートした「

針

第三次男女共同参画プ

・

ラン」に基づき、男女

課

共同参画 実に実行し、

の

人件費の抑制に努めた

目

。情報通信技術の有効

標

活用は、電算
の趣旨が

設

一層理解されるよう事

定

業を進めます。 システ

書

ム包括委託による業務

(

効率化とセキュリティ

令

の強化に努めるとと
〇

和

東京オリンピック・パ

 

ラリンピック、聖火リ

2

レーの推進 もに、包括

年

委託終了後の次期事業

度

者の選定を行った。
・

)

東京オリンピックの聖

部

火リレーが我孫子市を

コ

通ることに伴い、我孫

ー

子の将来を担う子ども

ド

たちが夢や希望を持ち

0

、 ■男女が共に参画す

1

る社会の形成について

部

は、男女共同参画プラ

　

ン実施
市民の記憶に残

名

る聖火リレーとなるよ

総

う市をあげて取り組ん

務

でいきます。 計画に基

部

づき、事業の推進に努

部

めた。
〇市制５０周年

長

記念事業の実施　・市

名

制５０周年記念事業を

廣

通してふるさと我孫子

瀬

への誇りと愛着を醸成

　

します。 ■市制５０周

英

年記念事業の実施につ

男

いては、市制５０周年

１

記念式典など
〇その他

．

の取り組み 　・契約

部

制度を適切に運用し、

の

さらに契約の適正化に

運

努めます。 を実施し、

営

ふるさと我孫子への誇

方

りと愛着の醸成に努め

針

た。

課コード 11 課　

(

名 行政管理室 課長名 山

予

元　真二郎

２．課の目

算

標（部の運営方針を受

編

けて課の取組方針を記

成

入） 部の運営方針に対

・

する課の目標への取組

実

結果

事務処理誤りの発

施

生を防止するため、対

計

応方針を定め、個別事

画

例における防止策を検

策

討・実施し、リスク ■

定

リスクマネジメントの

方

推進については、令和

針

2年度に発生した補助

な

金
マネジメントを推進

ど

します。 申請事務処理

を

誤りを根絶するため、

踏

国や県等から交付され

ま

る補助金等交
付申請事

え

務処理のリスク評価を

て

行い、対応策を整備し

、

た。

３．課の目標を達

基

成する上での課題と対

本

応（人員の配置、組織

計

のあり方など）

事務処

画

理誤りの発生を防止す

の

るためには、行政管理

分

室だけではなく組織的

野

な取組みが必要となり

別

、財務や会計部門な
ど

計

の関係部署と連携し推

画

進していくことが必要

や

である。また、職員一

重

人一人がリスクを認識

点

し事務を執行すること

ﾌ

が
事務処理誤り防止の

ﾟ

ためには不可欠となる

ﾛ

ため、組織の風土や職

ｼ

員の意識改革に取り組

ﾞ

んでいくことが必要で

ｪ

ある。

４．原因分析・

ｸ

改善策

（課長） （部長

ﾄ

）

５．課の目標を達成

、

するために取り組む事

所

務事業

事務事業名（個

管

別事業） 重プ 施策 指標

に

単位 現況値 目標値 実績

係

値 達成率(％) 評価該

る

当 コード

1 リスクマネ

部

ジメントの推進 重無 8

の

3201 リスク評価を

運

実施した全庁共通の業

営

務数 件 0 1 1 100 現

方

状

2

3

4

5

6

7

8

9

1

針

0

に対する課の目標への取組結果
　　分野別基本計画の目標を考慮して、部の目標を達成するための方針を記入)

〇広報・広聴活動の充実 ■リスクマネジメントの推進については、令和2年度に発生した補助金
・広報あびことホームページ等による行政施策の情報提供を、迅速かつ的確に行っていきます。 申請事務処理誤りを根絶するため、国や県等から交付される補助金等交
・市政への手紙やメール、ｅモニター、市政ふれあい懇談会などを通じ市民の声を市政に反映させます。 付申請事務処理のリスク評価を行い、対応策を整備した。
・若い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。
〇情報公開の徹底・情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。
・ファイリングシステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。
〇地方分権に対応した機能的な組織運営と人材育成
・地方分権に対応した人材育成を図るため、中間管理職の育成を含む研修制度や人事評価の活用を積極的に進めると
ともに、国や県などとの人材交流や人材派遣を実施します。また、職制や組織体制を見直し、簡素で効率的な組織体
制を基本に、第四次総合計画を効果的に推進する組織の構築を進めます。
・人件費の抑制、特にラスパイレス指数を国並みに下げる取り組みを進めます。
○リスクマネジメントの推進
　・事務処理誤りの発生を防止するため、対応方針を定め、個別事例における防止策を検討・実施し、リスク
マネジメントを推進します。
〇公民連携の推進と事業見直し・行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサ

部の運営方針に対する部全体の総合評価
ービスを提供していけるよう、多様な手法を検討・活用し、事


